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現行の医療保険・介護保険制度の保険料の比較

後期高齢者医療制度 市町村国保 被用者保険 介護保険(第 1号被保険者)

平均所得

(総報酬 )

(H20年度 )

加入者 1人当たり1日但し書き所得

73 7万 円
加入者1人当たり1日但し書き所得
78 9万 円

被保険者 1人当たり総報酬 485万 円
加入者1人当たり総報酬  261万 円
(参考)平 均総報酬に相当する加入者1人当たり
1日但し書き所得  162万円

保険料額の算定上、必要となる

情報ではなく、把握していない

加入者
一人当たり

保険料
(H20年度 )

65万 円 83万 円 193万 円 49万 円
※平成 18～ 20年度の保険料の全国平均額
4,090円 (月 額)の 12か月分

保険料の

仕組み

○

○

都道府県単位で料率設定

個人単位で賦課

○

○

市町村単位で料率設定

世帯主に賦課

○ 被用者保険者単位で料率設定

○ 被保険者に賦課

※ 事業主負担が発生するため、本
人負担額は保険料額の半分程度

○ 市町村単位で保険料額を設定
(段階別の定額制)

○ 個人単位で賦課

保険料の

上限

50万円 (個人単位 ) 59万円(世帯単位 )
※平成22年度より63万円

186万円 (被保険者単位 ) 市町村ごとに定めた保険料段階の

最高段階の額

保険料の

軽減

【低所得者】
均等割額 ,9害1、 8 5害 J、 5割、2
割を軽減、
所得割額 ;5割を軽減
【被用者保険の被扶養者であつた方】
均等割額 ;9割を軽減

【低所得者】
応益割額 ;7害1、 5割、2割を軽減
【後 期 高 齢 者 医 療 制 度 の 激 変 緩 和 】

後期高齢者医療制度の施行に伴い、後期と国

保で別れる世帯の負担の増加を抑えるため、応

益割の軽減判定の際、後期に加入する国保の被

保険者であつた方についても、算定対象とし、従
前と同じ軽減割合を適用できるようにしている。

【低所得者】
イ呆険料基準額に対し、5害J、 2.5害1
を軽減
※軽減の割合は、市町村が定める害1合に

基づき変更可能

保険料の

徴収

○ 個人単位で徴収
○ 原則、年金からの支払い

※ 年金からの支払いに変えて、
口座振替による支払いも可

〇 世帯主から徴収
065歳 以上の世帯については、
原則、世帯主の年金からの支払い

※ 年金からの支払いに変えて、
回座振替による支払いも可
065歳 未満の世帯については、
窓口・口座振替による支払い

被保険者及び事業主から徴収

被保険者の給与から支払い

○

○

○ 個人単位で徴収

○ 原則、年金からの支払い

(注 1)数値はいずれも平成20年度の速報値である。ただし、共済組合の被保険者1人当たり総報酬、加入者1人当たり総報酬及び被保険者1人当たり保険料額は平成19年度の確定値を用いている。また、加入者一人当たり
前期納付金は、被用者保険の平成21年度賦課ベースの前期納付金を平成21年度賦課ベースの総加入者見込み数で除して得た額である。

(注2)加入者1人当たり保険料額は、後期高齢者医療制度は平成20年 9月時点の保険料調定額 (但し、被用者保険の被扶養者であつた方の所得は算入されていない)、 市町村国保は平成20年度における現年分保険料調
定額であり、被用者保険は決算における保険料額を基に推計している。

また、保険料額には介護分を含んでいない。｀
(注3)後期高齢者医療制度の加入者1人当たり1日但し書き所得の分母には、所得不詳の者を含む。
(注4)被用者保険の保険料の上限は、法律上定められている標準報酬月額および標準賞与の上限額、平成22年度の協会けんぱの保険料率(934%)を元に算定したもの。



稿  珠題欄掘師綱別鳳
後期高齢者医療制度 市町村国保 被用者保険 (協会けんぼ)

【例 I 単身・厚生年金】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

単身 年金収入 201万円
協会けんぱでは、

単身 給与収入 201万円  と仮定。

【全国平均】

51,600円

【全国平均】

93,000円

【協会けんぽ】
164,800円

自己負担  82,400円 (事業主負担を除く)

【例Ⅱ 夫婦口厚生年金】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

夫 年金収入 201万円
妻 年金収入  79万円
協会けんぱでは、

夫 給与収入 201万円
妻 給与収入  フ9万円   と仮定。

【全国平均】

夫     51,600円
妻     33,200円
世帯合計  84,800円

【全国平均】

世帯合計  111,900円

【協会けんぽ】

夫    164,800円
妻         0円
世帯合計  164,800円
自己負担  82,400円 (事業主負担を除く)
※ 妻は、被用者保険の被扶養者に該当するため、保険料

負担無し。

【例Ⅲ 単身・標準報酬】
後期高齢者医療制度。市町村国保では、

単身 年金収入 380万円
協会けんぱでは、

単身 給与収入 380万円  と仮定。

【全国平均】

205,600円

【全国平均】

2261400円

【協会けんぽ】
311,600円
155,800「k事業主負担を除く)

【例Ⅳ 夫婦日高収入】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

夫 年金収入 600万円
妻 年金収入  フ9万円
協会けんぱでは、

夫 給与収入 600万円
妻 給与収入  79万 円

【全国二

夫  
平均】

妻

341

世帯合 計     1°

°円6,Z

4
38'500円7,1900円

【全国平均】

世帯合計 387,000円

【協会けんぱ】

夫    492,000円
妻         0円
夫婦合計  492,000円
自己負担  246,000円 (事業主負担を除く)
※ 妻は、被用者保険の被扶養者に該当するため、保険料
負担無し。

※ ¬

※ 4

２

　

３

※

※

継奪矮灸ら:3房属1霜機牌聯 霧キ葬委業鉛桑躍墓勇懸暦
年金受給額(満額)

後期高齢者医療制度においては、平成20・ 21年度の全国平均の保険料率 :均等割額 41,500円 、所得割率765%を使用。

再鍋辞5嬌翫雪賞纏霞漠師 1の
全国平均保険料率等(所得割率 744%、 資産割額 19,044円、均等害1額 23,678円 、平等割額 24,146円 )を使用。

協会けんぽにおいてはt平成20年度の保険料率(82%)を使用。



後期高齢者医療制度の保険料の算定方法について

◎ 後期高齢者医療制度は、個人単位で保険料を算定し、被保険者が納付義務を負う。

1.被保険者の均等害」額及び所得害」額を含算したものを保険料額とする。

被1呆険者の旧ただし書き所得
(総所得金額から基礎控除を除いたもの)

十
保険

(7.65%) ()内
は平成20・ 21年度は全国平均値。

均等害」額に軽減を適用する。帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、
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世帯主及び世帯に

属する被保険者分
を含算した額

均等害」の7害」軽減を受ける世帯のうち、被保険者全員が、年金収入
80万円以下 (その他各種所得がない)の場合

[33万円]以下

[33万円+(24.5万 円×世帯主以タトの被保険者数)]以 下

[33万円+(35万 円×世帯に属する被保険者数)]以 下

⇒

⇒

⇒

⇒

9害」軽減 (※ )

8.5害」軽減 (※ )

5害」軽減

2割軽減

被保険者の旧た
だし書き所得

3.被保険者の所得に応じて、所得害」額に軽減を適用する。

塞展1年冒看菩昌蕉92年、再竃婆署ソ房鷹曇
体的には年  匡⇒ 所得害」 ×  5害」軽減

※ 施行当初は、「保険料の均等害」17害」・5害」・ 2害」軽減」であつたが、施行後の見直しにより、「保険料の均等害」:9害」。
8.5害」・5害」。2害」軽減、所得害」:5割軽減」となつている。

4.被用者保険の被扶養者であった方については、均等害」額のみとし、当該均等害」額に9害」の軽減を適用する。

※ 当初、制度加入時から2年間の軽減措置 (均等害」5害」軽減)を講じることとしていたが、施行前に、①平成20年 4月～9月の半
年FB5は凍結し、②平成20年 10月～平成21年 3月の半年F85は、均等害」を「9割軽減」することとした。
また、平成21年度以降においても、毎年、同|き置の延長が必要。



後期高齢者医療制度の保険料軽減

【これまでの経緯】

○ 制度施行0寺は、均等割7割 。5割・2害」軽減
○ 平成20年 6月の政府・与党決定に基づき、
1.平成 20年度から、所得割を負担する方のうち、所得の低い方 (具体的には年金収入 153万 円から211万 円まで)の
「 5割軽減」を設けた。
2.平成 21年度から、均等害」の 7割軽減を受ける世帯のうち、後期高齢者医療制度の被保険者全員が、年金収入80万円以下
(その他各種所得がない)の場合の「 9害」軽減」を設けた。
3.その間の経過的措置として、平成20年度は、均等割 7割軽減を受ける方は、一律8.5害」軽減とした。
(4・ 6・ 8月の年金から保険料をお支払いいただいている方については、 10・ 12・ 2月の保険料の徴収を行わない。 )

○ 掏等割 8.5害」軽減については、負担の増加を回避するため、平成21年度以降においても継続することとした。

【年金収入でみた軽減イメージ(平成22年度)】

【夫婦世帯の例(妻の年金収入80万円以下の場合)】 ′
′

76:no$n
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7割軽減
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:211万円
192.5万円
5

8.5割軽減
(約 200万人)

5割軽減
(約 30万人)

:2割軽減

9割軽減
(約 290万人)

238万円 年金収入



被用者保険の被扶養者の9割軽減措置の継続について

○ 被用者保険の被扶養者であつた方については、制度加入時から2年間の軽減措置 (均等割5割軽減 )
に加えて、
口平成20年 4月 ～9月の半年間は凍結し、
コ平成20年 10月 ～平成21年3月 の半年間は、均等割を9割軽減した額とした。

○ 平成21年 4月 から平成22年3月 までの1年間においても、同様に9割軽減の措置を継続。

○ 平成22年度以降についても、同措置を延長するため、今国会に提出している国保法等の一部を改正
する法案により、地方負担の期間を延長。

※ 被用者保険の被扶養者であつた方の均等割の軽減 (5割分)に対して行う地方負担の財源措置については、法律上
「加入後2年間」とされているが、これを削除し、当該財源措置を「当分の間」延長することとしている。

『鋤

<所要経費等>
本来

保険料

均等割
9割減

20年 4月 20年 10月 21年 4月 23年 4月



後期高齢者医療制度の賦課限度額の設定の考え方について

〇以下の理由により、後期高齢者医療制度の賦課限度額を50万円と設定している。

・ 限度額を低く設定すればするほど、この傾きがきつくなり、中間所得層の負担が重くなる。

・ 限度額を高く設定すればするほど、この傾きが緩やかとなりt限度額に近い高所得者の負担が増えギ

給付と保険料賦課額のバランスが悪くなる。

所得水準と保険料賦課のイメージ
(参考)後期高齢者医療制度において、年間保険料額が
上限(50万円)に達する年収について

東京都…・年金収入9,410,000円
給与収入9,530,000円

(所得割率6.56%、 均等割額37,800円 )

福岡県…・年金収入7,050,000円
給与収入7,120,000円

(所得割率9.24%、 均等割額50,935円 )

全国平均…・年金収入8,300,000円
給与収入8,380j000円

(所得割率フ.65%、 均等割額41,500円 )

―
:

:

:

＋
―
―

保
険
料
額 .5%

※賦課限度額を超える

所得がある方の害1合

(20年度推計値 )



後期高齢者医療制度における不均一保険料率の特例について

保険料率は、広域連合区域内均―を原則とするが、次の場合には、不均―の保険料率を設定することができる。

① 医療の確保が著しく困難である地域における特例(恒久措置:4地区)

無医地区及びこれに準じる地区においては、当該広域連合の均一保険料率、後期高齢者医療給付費等を勘案して、均―保険料率の50%を下
回らない範囲内で、均―保険料率よりも低い保険料率を設定することができる。

② 医療費の地域格差の特例(経過措置:99市町村)

施行前3年間の一人当たり老人医療給付費実績が広域連合区域全体の20%以上低く乖離している市町村においては、施行後最長6年の範囲
内で広域連合の条例で定める期間、均―保険料率よりも低い保険料率を設定することができる。(下図参照)

※均―保険料との差額については、公費(国 1/2、 都道府県1/2)で負担する。                         _

◎医療費の地域格差の特例のイメージ (例 :条例で定める期間を「6年」とした場合 )

平成 20・ 21

均一保険料率 100%

A町の老人医療給40%
付費をもとにした
保険料率

均―保険料率
との差が 3/6

以内になるよう
設定

均―保険料率
との差が 2/6

以内になるよう

設定

均―保険料率
との差が 1/6

以内になるよう
設定



後期高齢者医療制度の平成 22年度及び 23年度の保険料率等について (1)
均―保険料率

平成 20年度・ 21年度 平成 22年度 ・ 23年度

均等害り額
(Pl)

所得割率
(0/o)

均等害1額
(円 )

所得割率

(0/o)

北海道 43,143 9.63 44,192 10.28

青森 県 40,514 7.41 40,514 7.41

岩手県 35,800 6.62 35,800 6.62

宮城 県 38,760 7.14 40,020 732

秋 田 県 38,426 7.12 38,925 7.18

山形 県 37,300 6.85 38,400 7.12

福 島 県 40,000 745 40,000 7.60

茨城 県 37.462 7.60 37,462 7_60

栃木県 37,800 7.14 37.800 718

群馬県 39,600 7.36 39,600 7_36

埼玉県 42,530 796 40,300 7.75

千葉県 37,400 7.12 37,400 729

東京都 37,800 656 37,800 7.18

神 奈 j‖ 県 39,860 745 39,260 7.42

新潟県 35,300 7_15 35,300 7.15

富山県 40,800 750 40,800 7.50

石 J‖ 県 45,240 8_26 45,240 826

福井県 43,700 790 43,700 790

山梨 県 38,710 7.28 38,710 7.28

長野 県 35,787 6.53 36,225 6.89

岐阜県 39,310 7_39 39,310 7.39

静岡県 36,000 6.84 36.400 7.11

愛知 県 40,175 7.43 41,844 7.85

三重 県 36,758 6.79 36,800 6_83

滋賀県 38,175 685 38,645 7.18

被保険者―人当た り保険料額
(年額 :円 )

平成 21年度

平成 22年度 (月 込額 )

増加率

62,217 65,319 1050

39,975 39,939 0999

38,270 38,342 1002

52,308 53,998 1032

37,108 38.110 1027

38,782 40,678 1049

45,083 45,473 1009

49,660 46.992 0946

48,939 48,886 0999

51,786 52,349 1011

74,230 71,609 0965

64,279 64,909 1010

84,274 88,439 1049

85,890 85,724 0998

43,137 42,206 0978

54,959 54,951 0999

59,481 59,973 1008

54,386 54,178 0996

46,325 46,195 0997

45,770 48,023 1049

54,576 55,162 1011

59,100 59,571 1008

73,998 77.658 1049

49,321 50,102 1016

54,369 56,103 1032

収入 別の 保険料額の炉1

(年額 :円 )

平成 21年 度 平成22年度・ 23年度

基礎年金

受給者

平均的な
厚生年金受給者
(年 金 収 入 201万 円 )

基礎年金
受給者

〈年 金 収 入 70万円 〉

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
〈年 金 収 入 201万 円 )

4,300 57,600 4,400 60,000

4,000 50,100 4,000 50.100

3,500 44,500 3.500 44.500

3,800 48,100 4,000 49,500

3,800 47,800 3,800 48,300

3,700 46,200 3,800 47,800

4,000 49,800 4,000 50,200

3,700 48,200 3,700 48,200

3,700 47,300 3,700 47,400

3,900 49,300 3,900 49,300

4,250 53,120 4,030 50,840

3,700 47,000 3,700 47,400

3,700 45,900 3,700 47,400

3,980 49,760 3,920 49,210

3,500 45,400 3,500 45,400

4,000 50,600 4,000 50,600

4,524 56.016 4,524 56,016

4,300 53,900 4,300 53,900

3,870 48,440 3,870 48,440

3,500 44,300 3,600 45,500

3,900 49,100 3,900 49,100

3,600 45,200 3,600 46,100

4‐000 49,900 4,100 52,300

3,675 45,702 3,680 45,832

3,817 46.980 3,864 48,148



後期高齢者医療制度の平成 22年度及び23年度の保険料率等について (2)
均―保険料率

平成 20年 度・ 21年 度 平成 22年度・ 23年度

均等割額

(円 )

所得割率
(0/o)

均等割額
(R)

所得割率
(0/o)

京都府 45,110 8.29 44,410 8.68

大阪府 47,415 868 49,036 934

兵 庫 県 43,924 8_07 43,924 823

奈 良県 39,900 7.50 40,800 770

和歌 山県 43,375 7_92 42,649 7.91

鳥取 県 41,592 775 40,773 7_71

島根 県 39,670 735 39,670 735

岡 山 県 43.500 7.89 44,000 855

広 島県 40,467 714 41,791 7.53

山 口県 47,272 8171 46.241 873

徳 島県 40,774 7.43 43,990 803

香 川 県 47,700 8.98 47,200 881

愛媛 県 41,659 7.85 41,227 784

高 矢]県 48,569 8_88 48,931 8_94

福岡 県 50,935 9_24 52,213 9_87

佐 賀県 47,400 8.80 47,400 8.80

長崎県 42,400 7.80 42,400 7_80

熊本 県 46,700 8.62 47,000 9_03

大分 県 47,100 8_78 47,100 878

宮崎 県 42.800 7.95 42.500 755

鹿児 島県 45,900 8_63 45,900 863

沖縄 県 48.440 8_80 48,440 8.80

全 国 41,500 7.65 41,700 7.88

被保険者一人当た り保険料額
(年額 :円 )

平成21年度

平成 22年 度 (濠 込額 )

士曽カロ率

701665 70,969 1004

76,833 80,728 1051

70,041 71,095 1015

62.202 63,881 1027

50,196 50,196 1000

48,097 47,569 0989

43,067 43,342 1006

56,621 59,013 1042

60,310 63,801 1058

64,779 64,299 0993

44,913 48,391 1077

63,540 63,422 0998

49,801 49,779 0_999

52,331 53,106 1 015

71,851 75,401 1049

53,795 53,720 0999

49,334 49,496 1003

50,443 51,931 1030

52,710 53,159 1009

43,965 42,760 0973

44,215 44,488 1006

52.510 52.964 1009

62,000 63,300 1021

収入別の保険料 額の例
(年 額 :円 )

平 成 年 度 平成 22年度・ 23年度

基礎年金
受給者

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
〈年 金 収 入 201万 円 )

基礎年金

受給者
(年金 収 入 79万 円 〉

平均的な

厚生年金受給者
〈年 金 収 入 201万 円 )

4.511 55,984 4,441 56.360

4,741 58,764 4,903 61,644

4,392 54,507 4,392 54,891

3,900 49,900 4,000 51.100

4,300 53,700 4,200 53,100

4,100 51,800 4.000 51,100

3,960 49.370 3,960 49,370

4,300 53,700 4,400 55,700

4,046 49,509 4,179 51.504

4,727 58,721 4,624 57,944

4,000 50,400 4,300 54.400

4,700 59,700 4.700 58,900

4,160 52,160 4,120 一ｂ 1,790

4,856 60,167 4,893 60,600

5,090 62,920 5,220 65,450

4,700 59,000 4,700 59,000

4,200 52,600 4,200 52,600

4,600 58,000 4,700 59,200

4,700 58,700 4,700 58,700

4,200 53,300 4,200 52,100

4,500 57,400 4,500 57,400

4,844 59,872 4,844 59,872

4,150 51,600 4,170 52,300

○ 均一保険料率 (均等割額及び所得割率)は、平成 22年度及び 23年度とも同じであるが、被保険者一人当たり保険料額は、被保険者の所得水準の変化
等の影響を受けることから、各年度において異なる額となる。このため、均一保険料率の据置き又は引下げを行った広域連合においても、被保険者一人当
たり保険料額は増加している場合がある。

○ 被保険者一人当たり保険料額は、保険料改定に係る条夕1改正案提出時における見込額であり、被保険者ごとの保険料額が確定する6月 から7月 時点の額
とは異なる。

ｎ
ｕ



国民健康保険料 (税)の算定方法

◎

1.

国民健康保険は、世帯毎に保険料

各世帯の応能割額t応益害」額を算

世帯の総戸 額 所得害」率

世帯の固定資産税額

帯の被保険者数

平等割額

所得害」・掏等害」の 2方式がある。

応能割額

応賛雪J額

()内は平成19年度の4方式の全国平均値。ただし資産割は定額として算定。

応益害」額に軽減を適用する。

保険料総額

割の 3方式、
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2。 各世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、

軽減基準所得

年金受給者 (65歳以上):年金収入一公的年金等控除-15万 円

給与所得者 :給 5収入一給与所得控除
世帯合算した額

[33万円]以下                      匡→  7害」軽減

[33万円+(24.5万円×世帯主以外の被保険者数)]以下 匡⇒ 5害」軽減

[33万円+(35万 円×世帯に属する被保険者数)]以 下   匡⇒  2害」軽減

各世帯の応能害」額、応益害」額 (軽減適用後)を含算して、保険料総額を決定す

「
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３
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応
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国民健康保険料 (税)における所得害」の算定基礎

○ 国民健康保険料 (税 )の所得割算定方式は7通りある。

※保険者数は平成20年度末の数値

1.基礎控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式 (旧ただし書方式/1750保険者 )

33万円

2.各種控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式 (本文方式/1保険者 ※平成22年度から採用する保険者は無し)
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算定基礎

(旧ただし書き所得)
総所得金額

算定基礎

(本文方式所得 )
総所得金額

算定基礎

(住民税方式所得)
総所得金額



国民健康保険料 (税)の軽減等について

○ 市町村 (保険者)は、国民健康保険の給付費の約50%を被保険者が負担する国民健康保 lA~料 (税)により賄うこととされている。

○
´
国民健康保険の保険料 (税)については、被保険者の保険料負担能力に応じて賦課される応能分 (所得割、資産害」)と、受益に応じて

等し<被保険者に賦課される応益分 (被保険者均等割、世帯Slj平等害」)から構成される。

○ 低所得等の事情のある被保la~者については、応益分を軽減 (7害」、5害」、2割)する制度を設けている。

保
険
料

（税
）
額

53万 円

¬√

応能分 (50%)
(所得害」・資産害」)

7割軽減 5害」
2害」

応益分 (50%)
(被保険者均等害」。世帯別平等害」)

68万 円

Ｚ
Ｉ

夫の年金収
192.5万 円

入

(注)年 金受総者 (65歳以上)+配 lP」者 (年79.2万円)の2人世帯の場合
(基礎控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式 (旧ただし書方式))



平成 22年度における市町村国保の保険料 (税)の見直 し
市町村の実・情に応じた保険料 (税 )の設定

①保険料(税 )の保険料賦課限度額を4万円引き上げる。

【平成22年 4月 施行】

②保険料(税 )を減額賦課する際、応益割合にかかわらず7・ 5・ 2割軽減を可能とする。

保険料 (税 )額

上限額 見直し後)

保険税では、地方税法を改正。保険料では、国保法施行令を改正

中間所得者層の被保険者の負担に配慮

′

′

′

′

′

′

′

// ト
ン

)賦課限度額を4万円 (基礎 1
高齢者支援金等賦課額 17

63万円

上限額59万円(見直し前 )

麟♂ 〕ヽ
応能保険料 (税 ):所得割、資産割

i従前】応益割合に対応する軽減割合

35%未満 35-45%
`5-55%
55%以上

7割軽減
5割
2割 応益保険料 (税 ):被保険者均等割、世帯別平等割

5割軽減 6割軽減 7割軽減 6割軽減②保険者の判断により応能n応益
割合を設定した上、7・ 5・ 2割軽
減を行うことが可能となる。 3割軽減 4割軽減 5割軽減 4割軽減

/ 2割軽減
14



国民健康保険料 (税 )の保険料の上限額の設定について

○ 現行の国民健康保険料(税 )の賦課上限については、

① 基礎賦課額(医療給付費を賄うためのもの)47万円
② 高齢者支援金等賦課額(後期高齢者支援金等を賄うためのもの)12万円
を合わせて、59万円としていたところ。
○ これまで賦課上限を、毎年度見直し、必要に応じて引き上げてきたところであるが、厳しい経済情勢が

続くなか、被保険者の所得の伸びが見込まれず、これまでどおり、賦課上限額を超える世帯が

全体の4%となるように設定していると、中間所得者層の負担が重くなること等を考慮し、
平成22年度から
① 基礎賦課額 50万円(3万円引き上げ)
② 高齢者支援金等賦課額 13万円(1万円引き上げ)
を合わせて、63万円とすることとしている。

被用者保険の保険料に係る標準報酬1月額等0■1限―の設|=11:磯黎窮
○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる標準報酬月額については、被保険者全体に占める標準報酬

月額等級の上限に該当する被保険者の割合が1%となるよう、その上限については、報酬月額が1,1
75千円以上の場合に1,210千円としている。
○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる賞与の賦課上限額については、

標 準 報 酬 月 額 の _L限(1,2可 0千 円 )× 4.46ヶ 月 (平成17年度人事院勧告において比較対象としている民間の年間賞与月数)

を基に、540万円としている。

※ 考えられる保険料の上限額は以下のとおり。(事業主負担分を含む)

標準報酬月額及び賞与の上限額    X協 会けんぼの保険料率(平成22年度)
(1,210千円×12ヶ月+5,400千円)× 9.34%=約 186万円




